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2D7 日本の サ イェン ス & テクノロジーパー ク における 
インキュベータマネ 、 ジメ ン ト 

0 吉澤 純 Ⅰ小山 康 文 ，山本 長吏，権 田 令 治 ( 科学技術政策研究所 ) 

1.  はじめに 

近年、 技術革新を持続的に 引き起こしていくための 社会的な仕組みづくりが 世界的に大き 

な 関心を呼んでおり、 自立的にして 競争力のあ る地域経済開発の 確立、 雇用の確保、 地域間 

格差の是正などが 世界各国で急務となっている。 

日本においても 技術革新のための 仕組みとして 地方自治体を 中心とした拠点づくりが 近年 

盛んに行われてきているが、 科学技術資源の 空間的な蓄積、 或いは経済開発のレベルによっ 

てどのようなタイプの 拠点開発が行われるべきか 統一的に評価できる 指標が確立されて い な 

ぃ 。 

本論文では、 インキュベータを 中心とした多様な 産業開発拠点を サ イェン ス & テクノロ 

ジーパーク ( 以下、 S&T パークと略す ) と呼び、 その定義および 機能別類型化を 提案する 

とともに欧米各国との 比較を通して 日本の現状、 問題点を明らかにする。 今回は、 日本およ 

び 世界の S&T パークに関して 調査分析を行った 中から特にインキュベータマネ 、 ジメントに 

焦点を当てて 報告する。 

2. サィェシ ス & テクノロジーパークの 定義と類型化 

S&T パークは、 各国の独自の 目標に向けて 開発・普及してきたため、 国際的に共通した 

定義はまだできていない。 そこで、 表 1 に示す産業拠点の 進化過程で開発られた 4 つの要素 

的 インフラ ( パーク = 良質な環境条件を 備えた充分な 土地、 研究機関・大学、 交流施設・機 

関、 インキュベータ ( 企業の創業を 支援する機関。 文字どおりの 意味は「保育器」 ) ) によ 

9 図 1 に示す様な要素的インフラのすべての 組み合わせに 基づいて S&T パークの類型化、 

定義付けを行った。 

表 1. 生産拠点から 技術開発拠点への 産業拠点の進 ィヒ 

要素 め 

パーク 
インフラ 生産基盤 生産施設 

セ、 ノタ 一名   

工業団地 
(1950 - ) 

斡 斡 邨 

リサーチバーク 1 O 翰 翰 婁 
(1960 -   

サイエンスパーク 1 

口 O 婁 斡 
(1970 -   O 

イェンスパーク 1 

口 婁 斡 翰 翰 
。 リサーチ ‥ LLg ㏄ ， ノ汀ク ‥‥‥・ 11                                                                                                                                                                       
/ ベーション 

センター (1983 -) O O 婁 

斡 : 必須要素 0 酸腰素 a : 伺 ・ 帯 要素 
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口 C: p: 交流機関 パーク 
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1 

は 、 インキュベータを 持ち 
他 に研究・交流施設を 併設   クを 持たな 
      

Ⅰ
：
 

R&D.;R&D パークは、 インキ 
ュ ベータを持たずに 民問 研 
究機 閲や大学を含めた 公設 
研究機関の集積を 目的に建 
鼓 される。 

RC, リサーチセンターは 、 バ 

一クおよびインキュベータ 
を 持たずに研究機関と 交流 

口                                                                                           
              交流施設のみを 持 

  

sp.4  一彰笏緋彩 移ぅぎ五姥老劣 」 口 

図 1. 主要インフラと 機能による S&T パークの分類 

イノベーションセンダー : インキュベータを 持ち、 他に研究・交流のための 施設・機関を 併 

設 しているが創業企業が 事業活動を拡大したり 外部研究機関を 新たに導入するパークを 持た 

ないもの。 地域における 技術革新や企業創出を 指向した拠点として、 近隣の大学や 高等教育 

研究機関などとの 緊密な連携のもとに 研究技術開発等を 行い、 地域経済を活性化させる 目的 

で 設立されたもの。 

サイェンスパーク     インキュベータが 他の主要施設と 共にパーク内に 併設されているもの。 

インキュベータを 卒業した企業の 事業拡大のための 移転先としてのスペースを 保有し、 研究 

開発機能の域外からの 誘致にも有効に 機能し、 地域経済開発に 寄与するものであ る。 
R&D パーク : インキュベート 施設を持たず 民間研究機関や 大学を含めた 公設研究機関の 集 

積を目的に建設された 研究所団地 (R&D パーク 2) が基本となり、 研究交流機能を 付加し 

たもの (R&D パーク 4 : 交流機能付き 研究所団地 ) として地域の 研究開発能力を 向上させ 

たり、 域外からの研究開発企業を 誘致するために 開発されている。 

3. 調査結果の分析と 国際比較 

日本についてはアンケート 調査の結果から 構想段階で具体性のないものや 企業化支援など 

の機能を持たない 単独の研究機関を 除いた m20 の S&T パークを図 1 に従って分類した 結果を 

表 2 に示す。 また、 海外の S&T パークに関する 文献調査などを 基本として同様の 分類を 

行った結果について、 イギリス と ドイッおよび 日本の 1994 年 3 月までに設立された S&T 
パークを比較した 結果を図 2 に示す。 
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表 2, 日本におけるタイプ 別の S&T パーク数 

イノベーションセンター 

サイエンスバーク 

R &D バーク 

イギリス ( 計 41 件 ) 
ド イソ ( 言十 102 作 F) 

イ / ベーショ 
ンセンタ一型 

サイエンス 
38(37%) 

パーク型 

36(88%) 

 
 

 
 

サ
 

図 2. イギリス、 ドイッ、 日本の S&T パークの内訳 

イギリス と ドイッの S&T パークは、 イノベーションセンダ 一型 とサ イェンスパーク 型か 

らなり両国とも サ イェンスパーク 型の方が多い。 ドイッの場合は、 1983 年に設立された べル 

リンの ィ / ベーションセンダーをモデルに 発達してきたが、 サイェンスパーク 型が 63% を占 

めているが、 それはインキュベーダ 卒業企業用のパークを 整備するようになったものと 推測 

できる。 日本の場合、 イノベーションセンダ 一型㏄ 7%) 、 R&D パーク型 (36%) 、 サィ 

ェ ンスパーク型 (27%) が同程度の割合となっている。 ただし、 25 の R&D パークは、 イン 

キュ ベーダを付与することにより、 研究機能を持ったイギリス や ドイッ と 同様の サィェ ンス 

パーク型となるものであ り サ イェンスパーク 予備軍と言うことができる。 
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4. インキュベーダマネジメント 

日本の S&T パークが、 欧米の S&T パークと同様にハイテク 企業の創出や 中小企業育成 

支援を目的として 自立型の地域経済開発に 寄与するためにはインキュベート 機能の充実が 不 

可欠であ る。 そこで、 ドイツ、 アメリカのインキュベーダとの 比較を通して 日本のインキュ 

べ一タの 実態を把握し、 問題点を明らかにする。 

(1)  テナント企業 

日本のインキュベータにおいてテナントとして 入居している 企業の年齢および 形態を図 3 

に 示す。 設立 3 年未満 ( 設立と同時を 除く ) の企業が 28%  (W7 件 ) で最も多く、 35% の企業 

が設立から 3 年以内にインキュベータに 入居していることが 分かった。 一方、 企業設立から 

W5 年以上たって 入居している 企業が 27% もあ りかなりばらつきがあ り、 必ずしも創業直後の 

企業や企業化を 目指す人が入居している 訳ではない。 また、 企業の一部がブランチとして 人 

居しているケースが 63% 、 本社機能を含めて 入居しているケースが 37% と企業全体 ( 本社機 

能を持つ ) もしくは個人として 入居しているものは 1   3 であ った。 

の「 r 30 ． 0 弔 

  

  

  

  

  

  

  

  

                  25.0 缶 20.0 缶 

Ⅱ ( 本社 ) 
37% 

l5.0 あ 
B  一部 

63%0 
l0 ・ 0 集 

5.0 佑 

0 ・ 0 弔 

  Ⅰ 3 3"6 6"9 グ l2 12-15 15-18 18'21 2@" ひ     

図 3. テナント企業の 企業年齢と入居形態 

(2) 関連サービス 

日本、 ドイッ、 アメリ ヵ のインキュベーダのサービス 内容を比較した 結果を図 4 に示す。 
関連サービスのうち 秘書、 電話交換、 ファックス、 コピ 二 受付といった 企業に日常必須 と 

思われる業務についても、 ドイツでは 90% 以上の高い率で 実施されているが、 日本では 10 ～ 

20% 程度に留まっている。 

，拙 ぽ苦 
80%  増 

: ㍑ 笘 
50%  綿 

40 ㏄ ま 
30%  離 
20%  蝦 

10 冊 俺 
0%  尺 

    側 辺 サービス レ 
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図 4. インキュベータにおけるサービス 内容の比較 ( 日本、 ドイツ、 アメリカ ) 

(3) コンサルタントと 外部資源の活用 

ドイツにおいて、 創業、 金融、 技術等のコンサルタントサービスやべンチャーキャピタル、 

助成金等の金融サービスに 関する専門的なサービスは、 外部との ネ、 ッ トワークも活用して、 

高い率で (48 ～ 94%) で実施されており、 アメリ ヵ も同様な傾向にあ る。 日本の場合は 、 技 

術 (73%) 、 補助助成 (52%) が 5 割を越えて実施されている 程度で ネ、 ッ トワークによる 外 
部 機関の活用度も 低い。 
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(4) 入居率の特徴 
100%     

研究交流が活発に 行われている 叫   
    

ところやサービス 件数が高くなる ，。 " 
  

70%       

に 連れて入居率の 低いインキュ ベ 
    

憶丑 ㏄ 免   
    

        

活動やサービスの 提供が入居者に ， 。 % 

とって必須の 条件になりつつあ る I0 0 チ 分 

  

ことは注目すべきことであ ろう。               

図 5 にサービス件数と 入居率の関 
サービス提供件数 

係を示す。 図 5. サービス提供件数と 入居率 

(5) マネジメント 

表 3 に各国のフルタイムスダッフ 1 人 当たりの入居企業数の 平均値を示す。 ドイツ 5.2 社、 

アメリカ 3.9 社に対して日本は ].2 社であ り、 入居料へのスタッフ 人件費の負担額は、 他国に 

比べ非常に大きい。 また、 インキュベータの 賃貸料も表 4 に示す通り、 日本の賃貸料は 、 ド 

イツ、 アメリカに対して 非常に高く企業家にとっては 大きな負担となっている。 
インキュベーダのマネージャ 一については、 アメリカ NB IA の調査では、 ビジネ、 スマ 

ネ - ジャやコンサルダント 経験者が、 マネージャーとなっているのに 対して、 日本は第 3 セ 

クタ一方式での 開発運営が中心となりビジネ 、 ス 経験者がマネ 、 一 ジャ一になっているわけでは 

ない。 

表 3. 入居企業数 / フルダイムスタッフ 数 表 4. インキュベータ 賃貸料 ( 平均値抜粋 ) 

平均値 ( 社 ) 平均値 ( 円 /mZ/ 年 ) 

ドイツ 5. 2 ドイツ 7.862  (lDM=63 円 ) 

アメリカ NB IA 8. 9 アメリカ N  B  IA 12.638  (18 円 05 円 ) 

日本 1. 2   日本 29.547 

5. 結論 

欧米においては、 S&T パークは大学や 公設の研究機関における 科学技術シーズを 産業分 

野に技術移転することを 目的として進化してきた。 一方、 日本では生産拠点からハイテクエ 

業 団地、 ソフトパークなど 知識集約型産業が 入居する工業団地へと 欧米とは異なった 進化を 

しており、 基礎研究から 商業化までの 一連のイノベーションストリームが 形成されてこ ね 

かった。 しかし、 自立型の地域経済開発を 目指したイノベーションによる 新しい産業創出の 

ためには基礎研究から 商業化まで一貫した 政策が必要であ る。 

S&T パークは、 工業団地に替わって 域内経済開発の 有効な手段と 成り得るばかりでなく、 
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新たに知的生産性の 向上に向けた 研究・技術開発のための 科学技術機関・ 拠点の整備を 進め 

ていく上でもきわめて 重要な社会基盤に 成りうるものであ る。 そのためには、 それそれの 地 

域の経済状況、 産業集積、 科学技術資源の 蓄積状況に見合った 知的生産拠点の 開発を進める 

必要があ り、 地域にあ った機能の異なる 多様な S&T パークの開発に 取り組むべきであ る。 

このような S&T パークの成否の 鍵を握るインキュベーダは、 図 6 に示すように 一般に目 

的によって雇用創出型、 先端技術産業創出型、 産業構造転換型の 3 つのダイ ブ に分類するこ 

とができる。 欧米のインキュベータは、 入居政策、 入居後の創業支援策、 卒業政策が経験豊 

富なマネージャ 一のもとで実施され、 それそれの目的にあ れせたいろいろなタイプの イ ン 

キュ ベータが開発され、 新規企業の創出に 実績を上げてきている。 日本のインキュベータは 、 

その開発・管理・ 運営が最も難しいインキュベータと 知られている 先端技術産業創出型を 目 

指しているものが 多い。 実際には、 新規分野への 進出を試みようとしている 企業によって 活 

用 されてる場合が 多くそのための 支援が中心となり、 欧米型のインキュベータとは 違って新 

たな産業創出の 役割を果たしているとは 言い難く、 地域ニーズにあ った日本型のインキュ 
べ一ダの 設立が必要であ る。 

インキュベータ 区 

また、 インキュベータではその 二 ニー ビジネス テクノロジ一 ビジネス 
名称 インキュベータ インキュベータ センター 

運営手法が重要であ り、 日本にお (NBI) (TIC) (BC) 

いても活発な 研究交流と豊富な サ 目的   

一 ビスを実現しているところに 八 入居者 創業双 ( 卵 ) 創業直後 ( ひょこ )  既存企業 ( 鶏 ) 

居 率の低いインキュベーダは 見受 アメリカ NBIA O 
けられないように、 起業家 ( アン   

アメリカ AURRP @ レ プレナ一 ) や新規企業、 ベン   
  

チャ一企業に 対してその形態や 発 
イギリス UKSPA O                        ⑤           

展 段階にあ わせた研究交流制度や   

金融制度などきめ 細かい イ / ベ一 ドイツ ADT ㎡ 目 ③⑧ ; ⑧ 

  

シ，ン 対応型の支援手法を 確立す   

日本 Ⅱ " 」 ""   
る 必要があ る。   

Ⅲインキュベータ B Ⅱビジネスインキュベータ 
Bc: ビジネスセンタ 一 m タ クノロジ b   @?- ク 

図 6.  インキュベータの 類型化 
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